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エコナビスタ株式会社

自 2024 年 11 月１日 

至 2025 年 10 月 31 日 



 

貸 借 対 照 表 

（2025 年 10 月 31 日現在） 
（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 3,158,140 流動負債 135,188 

現金及び預金 2,499,592 買掛金 42,395 

売掛金 203,177 未払金 23,445 

リース投資資産 12,988 未払費用 11,146 

原材料及び貯蔵品 199,005 未払法人税等 33,726 

仕掛品 185,164 契約負債 21,724 

前払費用 24,515 製品保証引当金 132 

未収消費税 25,519 その他 2,620 

その他 8,180 固定負債 － 

固定資産 607,647 

負債合計 135,188 
有形固定資産 401,538 

建物 89,944 

（純 資 産 の 部）  
附属設備 63,273 

構築物 2,729 株主資本 3,630,599 

機械及び装置 4,345 資本金 490,000 

車両運搬具 1,636 資本剰余金 2,075,104 

工具、器具及び備品 30,903 資本準備金 2,075,104 

減価償却累計額 △39,636 利益剰余金 1,065,800 

土地 248,344 その他利益剰余金 1,065,800 

無形固定資産 175,446 繰越利益剰余金 1,065,800 

ソフトウエア 20,888 

自己株式 △306 
ソフトウエア仮勘定 154,458 

商標権 100 

  投資その他の資産 30,663 

繰延税金資産 6,484 

その他 24,179 純資産合計 3,630,599 

資産合計 3,765,787 負債純資産合計 3,765,787 

（注）金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。 



損 益 計 算 書 

2024 年 11 月 1 日から 
2025 年 10 月 31 日まで 

（単位：千円）  
科目 金額 

売上高  1,202,711 

売上原価  370,019 

売上総利益  832,691 

販売費及び一般管理費  449,321 

営業利益  383,370 

営業外収益   

受取利息 3,810  

その他 997 4,807 

営業外費用   

雑損失 225 225 

経常利益  387,952 

特別損失   

公開買付関連費用 38,566 38,566 

税引前当期純利益  349,385 

法人税、住民税及び事業税 91,832  

法人税等調整額 2,059 93,891 

当期純利益  255,494 
 

（注）金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。



株主資本等変動計算書 

( 2024 年 11 月 1 日から 
2025 年 10 月 31 日まで ) 

 
 

（単位：千円）

 
株 主 資 本 

純 資 産 
合 計 

 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 
合 計 

 
資 本 
準 備 金 

資本剰余金 
合 計 

その他利益 
剰 余 金 

利 益 剰余 金 
合 計 

 
繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,241,302 1,221,202 1,221,202 810,306 810,306 △113 3,272,696 3,272,696 

当 期 変 動 額      
 

  

新 株 の 発 行 51,300 51,300 51,300   
 

102,601 102,601 

減 資 △802,602 802,602 802,602   
 

  

当 期 純 利 益    255,494 255,494 
 

255,494 255,494 

自 己 株 式 の 取 得      △192 △192 △192 

当 期 変 動 額 合 計 △751,302 853,902 853,902 255,494 255,494 △192 357,903 357,903 

当 期 末 残 高 490,000 2,075,104 2,075,104 1,065,800 1,065,800 △306 3,630,599 3,630,599 

（注）金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。



個別注記表 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 

② 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１

日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 17 年～24 年 

建物附属設備 ３年～17 年 

工具、器具備品 ２年～８年 

② 無形固定資産 

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

・商標権 定額法（10 年）によっております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒

引当金を計上しておりません。 

② 製品保証引当金 製品の無償保証に係る支出に備えるため、過去１年の実績率に基づいて計算した製品保

証費用見積額を計上しております。 

(4) 収益及び費用の計上基準 

 当社の主要サービスであるライフリズムナビ事業は、初期導入費用と月額利用料が主な収益となっております。初期導

入費用は製品の販売及びシステム設定費用等で構成されており、月額利用料はクラウド利用料によるものであります。 

 なお、初期導入費用については、売買取引による場合とリース取引による場合があります。 

 各収益の計上基準は以下のとおりです。 

① 初期導入費用（売買取引の場合） 

 売買取引については、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡しを履行義務として識別しております。そのため、

顧客が検収した時点で履行義務が充足されていると判断していることから、検収時点で収益を認識しております。 

② 初期導入費用（リース取引の場合） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に該当することから、リース取引開始時に売上高と売上原価を計上する方

法によっております。 

③ 月額利用料 

 月額利用料については、契約期間にわたりライフリズムナビのクラウドサービスを提供することを、履行義務とし

て識別しております。そのため契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、当該期間に応じて履行

義務が充足されていると判断していることから、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。 

 

２. 会計方針の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

３. 会計上の見積りに関する注記 

 該当事項はありません。 

 

  



４. 貸借対照表に関する注記 

 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 18,533 千円

短期金銭債務 931 千円

 

５. 損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

 

 

 

 

６. 株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 7,244,780 株

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 

普通株式 125 株

(3) 剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

(4) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株式の種類

及び数 

該当事項はありません。 

 

７. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

 繰延税金資産 

 未払事業税 4,153 

 その他 2,330 

 繰延税金資産小計 6,484 

 評価性引当金 － 

 繰延税金資産合計 6,484 

 

８.金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。また、資金計画に照

らして必要な資金は主に新株発行により調達しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

a 信用リスクの管理 

 営業債権については、債権管理規程に基づき取引先ごとに適切な与信管理を実施するとともに、回収期日及び残高

を管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

b 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 各部署からの報告に基づき財務担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などに

より流動性リスクを管理しております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 

なお、現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等は、現金であること及び短期間で決済される

ものであるため時価が帳簿価額に近似することから記載を省略、リース投資資産については重要性が無いことから記載を

省略しております。 

 

  

営業取引による取引高 

売上高 15,491 千円

販売費及び一般管理費 931 千円



９. 関連当事者との取引に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

10. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 501 円 14 銭

(2) １株当たり当期純利益 36 円 57 銭

 

11.  収益認識に関する注記 

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：千円） 

 合計 

一時点で移転される財又はサービス 962,358 

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 236,821 

顧客との契約から生じる収益 1,199,180 

その他の収益 3,531 

外部顧客への売上高 1,202,711 

 （注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく収益です。 

 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 なお、当社の取引に関する支払い条件は、通常短期のうちに支払い条件が到来し、契約に重要な金融要素は含まれてお

りません。 

 

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

① 契約資産及び契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当事業年度 

 期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 86,230 203,177 

契約負債 23,884 21,724 

  ② 残存履行義務に配分した取引価格 

 当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。 

 

12. その他の注記 

資産除去債務に関する注記 

 当社は、事務所等の不動産賃借契約に伴う原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しております。 

 なお、賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不動産賃借

契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金

額を費用に計上する方法によっております。 

  


